
























































































②1924年歳入法（Revenue Acts of 1924）






③1926年歳入法（Revenue Acts of 1926）
　1926年歳入法においては，連結グループにおける親子会社の判断に際し，以前の「議決権株
式」を基礎とする持株基準から「配当制限付き優先無議決権株式（non-voting stock which is 
limited and preferred as to dividends）以外の全株式」を基礎とする持株基準へと変更された。
（３）経済不況による連結納税制度の廃止


























③1954年内国歳入法（Internal Revenue Code of 1954）
　1954年内国歳入法では，連結グループにおける親子会社の判断基準が以前の「95％持株基準」
から「80％持株基準」に緩和され，また公益事業に対しては連結付加税の適用が廃止された。
さらに利益積立額の計算目的（earning and profit computation purpose）のために，連結納
税債務（consolidated income tax liability）を連結法人に配分するための４つの選択的方法が
整備された。



























































































































（single entity）および対応原則（matching rule）または繰上原則（acceleration rule）の概念
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